
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第４号 

答申番号：令和７年度答申第７号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張 

請求人は、令和６年３月29日に札幌市中央区保健福祉部保健福祉課福祉助成

係（以下「中央区保健福祉課」という。）を訪問し、転入及び児童手当に係る

手続を行っているにもかかわらず、児童扶養手当（以下「手当」という。）の

手続に関する案内がなく、同月中にできたはずの手当の認定請求（以下「本件

認定請求」という。）が同年４月になったことにより、支給開始月が同年５月

となった原処分（児童扶養手当認定処分）は違法又は不当であると主張してい

るものと解される。 

２ 処分庁の主張の要旨 

  児童扶養手当法（以下「法」という。）第７条第１項において「手当の支給

は、受給資格者が前条の規定による認定の請求をした日の属する月の翌月から

始め、手当を支給すべき事由が消滅した日の属する月で終わる。」とされてお

り、これに関する例外として、法第７条第２項において「受給資格者が災害そ

の他やむを得ない理由により前条の規定による認定の請求をすることができな

かつた場合において、その理由がやんだ後15日以内にその請求をしたときは、

手当の支給は、前項の規定にかかわらず、受給資格者がやむを得ない理由によ

り認定の請求をすることができなくなつた日の属する月の翌月から始める。」

とされている。この例外規定は、自然災害や火災のほか、急病、出産、死亡及

び交通事故等で物理的に認定の請求が不可能な場合に限定されることから、支

給開始月を本件認定請求のあった令和６年４月17日の翌月である同年５月とし

た原処分は、法に基づいて行った適切な処分であり、違法又は不当な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 請求人は、令和６年３月27日に離婚届を受理されており、かつ、請求人の子



と同居していることが認められる。また、本件認定請求は、同年４月17日に、

請求人から処分庁に対し認定請求書の提出があり、同日、受理されていること

が認められる。 

   よって、支給開始月を同年５月として認定した原処分は、法令等の規定に従

い、適正に行われていると認められる。 

 ２ 請求人は前記第２の１のとおり主張するが、請求人が令和６年３月29日に中

央区保健福祉課を訪問したとしても、本件認定請求は同年４月17日に行われて

おり、手当の支給は、受給資格者が認定の請求をした日の属する月の翌月から

始め、手当を支給すべき事由が消滅した日の属する月で終わるとされているの

であるから、請求人に災害その他やむを得ない理由に該当する事情がない以上、

認定請求の翌月を支給開始月とした処分庁の判断に違法又は不当な点は認めら

れない。 

   なお、処分庁に手続の説明を行う法律上の義務があるとまではいえないから、

処分庁の説明がなかったことをもって原処分が違法又は不当であるともいえな

い。また、請求人が同年３月29日に中央区保健福祉課に対し手当に関する相談

をしたことを認めるに足りる証拠はなく、仮に同日に請求人が中央区保健福祉

課に対し手当に関する相談をしていたとしても、法第７条第１項の規定に照ら

すと、処分庁の十分な説明がなかったことを理由に認定請求日を相談日まで遡

ることもできない。 

   よって、請求人の主張を採用することはできない。 

３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がなく、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年５月22日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43条

第１項の規定に基づく諮問を受け、同月29日の審査会において、調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

   手当は児童（18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者等）の

心身の健やかな成長に寄与することを趣旨とするものであり（法第２条第１項

及び第３項第１項）、都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村長（以

下「都道府県知事等」という。）は父母が婚姻を解消した児童の母等に対し手

当を支給することとされ（法第４条第１項）、受給資格者は、手当の支給を受

けようとするときは、その受給資格及び手当の額について、都道府県知事等の



認定を受けなければならないとされている（法第６条第１項）。 

   そして、手当の受給資格及びその額についての認定の請求は、父母が婚姻を

解消した児童の母が当該児童を監護する場合であって、かつ、法律婚解消の場

合は、父母離婚の記載がある戸籍謄本又は抄本、世帯全員の住民票の写し、所

得証明書等を認定請求書に添付することとされている（児童扶養手当法施行規

則（以下「省令」という。）第１条）。 

   また、手当の支給は、受給資格者が認定の請求をした日の属する月の翌月か

ら始め、手当を支給すべき事由が消滅した日の属する月で終わるとされており

（法第７条第１項）、認定の請求時点は、市町村において、省令上必要とされ

る添付書類及び請求書の記載に不備がないものとして請求書を受理した時点と

されている（「児童扶養手当の業務運営上留意すべき事項について」）。 

   さらに、受給資格者が災害その他やむを得ない理由により法第６条の規定に

よる認定の請求をすることができなかった場合において、その理由がやんだ後

15日以内にその請求をしたときは、手当の支給は、法第７条第１項の規定にか

かわらず、受給資格者がやむを得ない理由により認定の請求をすることができ

なくなった日の属する月の翌月から始めるとされている（同条第２項）。 

   なお、災害その他やむを得ない理由とは、自然災害（風水害等）、火災のほ

か、急病、出産、死亡、交通事故等で、物理的に見て申請が不可能な場合に限

定され、離婚のごとく人為的な場合は、やむを得ない理由に含まれないと解す

るとされている（「児童扶養手当及び特別児童扶養手当に関する疑義につい

て」）。 

   そこで本件についてみると、処分庁は、令和６年４月17日に、父母が婚姻を

解消した児童を監護する母である請求人から認定請求書の提出を受け、同日、

これを受理したことから、法第７条第１項の規定に基づき、支給開始月を同年

５月とする原処分を行ったことが認められる。加えて、請求人に同年３月に認

定請求を行うことができない災害その他やむを得ない理由があるとはいえない

から、原処分において認定請求の翌月を支給開始月とした処分庁の判断に違法

又は不当な点は認められない。 

   他方、請求人は、同年３月29日に中央区保健福祉課を訪問しており、転入及

び児童手当に係る手続を行っているにもかかわらず、手当の手続に関する案内

がなく、同月中にできたはずの本件認定請求が同年４月になったことにより、

支給開始月が同年５月となった原処分は違法又は不当であると主張する。しか

しながら、児童手当と手当とはそれぞれ別の制度で、児童手当の支給対象者が

必ず手当の支給対象者となるとは限らないのであり、児童手当の手続を行った



請求人に対し中央区保健福祉課の職員から手当に係る案内がないとの請求人の

主張を踏まえたとしても、中央区保健福祉課への訪問日まで手当の認定日を遡

らせるべきことにはならない。よって、請求人の主張を採用することはできな

い。 

   以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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